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Ⅶ 介護保険事業 

 

介護保険制度は、高齢者の介護を社会全体で支え合う仕組みとして、平成１２年４月に創設

された。給付と負担の関係が明確な社会保険方式をとっており、老人福祉、老人保健、医療保

険の制度を再編し、利用者の選択により介護に関する福祉サービス・医療サービスを総合的に

受けられる仕組みとなっており、地域住民に身近な行政主体である市町村及び特別区が保険者

となる。 

令和３年度から第８期介護保険事業計画に基づき、介護保険事業を推進している。 

 
介護保険制度の変遷 

計画期 制度改正内容 介護報酬改定 

1 期 平成 12 年 介護保険法施行  

2 期 平成 15 年 介護保険法一部改正 ▲2.3％ 
 住宅 ＋0.1％ 
施設 △4.0％ 

3 期 平成 18 年 介護保険法一部改正 
〇介護予防の重視 
 ・新予防給付の創設（介護予防給付） 
 ・地域包括支援センターの創設 
 ・地域支援事業の創設 
〇施設給付の見直し 
 ・食費・居住費が保険対象外 
 ・低所得者への補足給付 
  （特定入所者介護サービス費等） 
〇地域密着サービスの創設など  

▲2.4％ 
 住宅 △1.0％ 
施設 △4.0％ 

4 期 平成 21 年 介護保険法一部改正 ＋3.0％ 
 住宅 ＋1.7％ 
 施設 ＋1.3％ 

5 期 平成 24 年 介護保険法一部改正 
〇地域包括ケアの推進 
 ・定期巡回・随時対応サービス、複合型サービスの創設 
 ・介護予防・日常生活支援総合事業の創設 
 ・介護療養病床の廃止期限猶予  
  （29 年度末までの経過措置） 
〇介護職員によるたんの吸引等の実施可など 
 

＋1.2％ 
 住宅 ＋1.0％ 
 施設 ＋0.2％ 

6 期 平成 27 年  

 

 

 

 

 

介護保険法一部改正 
〇地域包括ケアシステムの構築 
〇新しい総合事業の創設（29 年度末までの経過措置） 
（要支援者の訪問介護、通所介護を地域支援事業へ移行） 
〇特別養護老人ホーム対象者を介護 3 以上に重点化 
〇一定以上の所得のある利用者の自己負担引上げ 
〇補足給付の要件に資産等を追加 

 

▲2.27％ 
住宅 △1.42％ 
施設 △0.85％ 

平成 28 年 介護保険法一部改正 

〇地域密着型通所介護の創設 
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7 期 平成 30 年 

 

 

 

 

 

 

介護保険法一部改正 
〇居宅介護支援事業所の指定権限が市町村へ移譲 
〇介護報酬の改定及びサービス利用者負担の変更 
〇介護保険の財源構成が変更され、財源の半分を担う介護 
 保険料の負担割合が 65 歳以上の人は 23％、40 歳から

64 歳の人は 27％ 
〇「介護医療院」の創設 
〇2 割負担の人のうち、特に所得の高い人の負担割合が 3
割に変更 

 

 ＋0.54％ 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

令和元年 

 

介護保険法一部改正 
〇介護人材の処遇改善 
〇消費税の引き上げ（10％）への対応 

+2.13％ 

8 期 令和 3 年 介護保険法一部改正 
〇感染症対策への強化 
〇地域包括ケアシステムの推進 
〇自立支援・重度化防止の取組の推進 
〇介護人材の確保・介護現場の革新 
〇制度の安定性・持続可能性の確保 

+0.70% 
うち 0.05％は新
型コロナウイル
ス感染症に対応
するための特例
的評価（R3.9月ま
で） 
R3.4~9 まで、基
本報酬に 0.1％上
乗せ 

 

１ 被保険者数と認定者数の推移 

（１）被保険者 

  第１号被保険者 ６５歳以上の者 

    原因を問わず介護が必要と認定された場合、サービスを利用することができる。 

  第２号被保険者 ４０歳以上６５歳未満の医療保険加入者 

    老化が原因とされる特定疾病(※)により介護が必要と認定された場合、サービス 

   を利用することができる。 

   ※特定疾病 加齢と関係があり、要介護・要支援状態の原因である心身の障害を生じ 

させると認められる疾病。若年性認知症や末期がんなど１６種。 

 

（２）要介護・要支援認定 

介護サービスを利用するためには、市に申請して要介護・要支援の認定を受ける必要が

あり、市では申請した被保険者の訪問調査を行うとともに、かかりつけの医師に意見書作

成を依頼し、医療・保健・福祉の専門家で構成される介護認定審査会（審査会 49 回開催、

審査件数 4,733件）で判定を行っている。 

   適正申請勧奨や認定有効期間の延長等により認定者比率の減少に努めているが、認定率

は横ばいとなっている。 

① 要介護・要支援認定者数 

区  分 
 第 1号被保険 

  者数(Ａ) 

認  定  者  数 
高齢者に占める     
認定者比率 

 （Ｂ/Ａ）％ 
第 1号被保険者 第 2号被保険者 

計 
(65歳以上)(Ｂ) (40～64歳) 

H29年度  24,751  4,347  74  4,421  17.5  

H30年度  24,753  4,480  91  4,571  18.0  
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R元年度 25,060  4,480  84  4,564  17.8  

R2年度 25,183 4,579 86 4,665 18.1 

R3年度 25,122 4,529 83 4,612 18.0 

② 要介護認定申請 

 R元年度 R2年度 R3年度 

新 規 1,227 1,115 1,061 

更 新 3,728 3,257 3,290 

変 更  433  600 660 

計 5,388 4,972 5,011 

③ 要介護認定調査 

  
R元年度 R2年度 R3年度 

市実施 委託 計 市実施 委託 計 市実施 委託 計 

新 規 1,186  0  1,186  1,245  9  1,254  997  0  997 

更 新 936  2,769  3,705  1,303  1,929  3,232  1,060  2,169 3,229  

変 更 390  8  398  376  45  421  586 47  633 

計 2,512  2,777  5,289  2,924  1,983  4,907  2,643 2,216 4,859  

実施率(％) 47.5  52.5  100.0  59.6  40.4  100.0  54.4  45.6  100.0  

※更新・変更認定に限り委託も認められているが、要介護認定の適正化を図るため、市実施率

を一定に保ち、委託分については調査票点検を実施している。 

④ 審査判定結果 

  計 非該当 要支援 1 要支援 2 要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5 

元

年

度 

新規 1,204  59  210  132  318  188  100  118  79  

更新 3,736  29  310  298  1,055  704  469  481  390  

変更 436  1  4  3  23  56  80  136  133  

計 5,376  89  524  433  1,396  948  649  735  602  

2 

年

度 

新規 1,082  32  233  125  280  141  82  117  72  

更新 3,207  17  274  297  996  594  362  381  286  

変更 577  0  1  5  67  87  113  175  129  

計 4,866  49  508  427  1,343  822  557  673  487 

3 

年

度 

新規 1,008  23  248  109  283  122  76  86  61  

更新 3,221  16  284  290 945  590  375  407  314  

変更 621  0  6  15 81  91  113  181 134  

計 4,850  39  538  414  1,309  803  564  674  509  

 ⑤ 要介護度別認定者数 

  要支援 1 要支援 2 要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5 計 

第 1号  

被保険者 

H29年度  385  324  1,036  859  563  653  527  4,347  

H30年度  412  348  1,029  894  612  654  531  4,480  

R元年度 404  339  1,031  879  600  676  551  4,480  
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R2年度  461  340  1,041  907  592  691  547  4,579  

R3年度  481 358 1,036 894 591 672 497 4,529 

第 2号 

被保険者 

H29年度  3  7  17  20  12  9  6  74  

H30年度  10  11  17  22  12  7  12  91  

R元年度 7  6  21  15  14  12  9  84  

R2年度  8  8  22  17  17  10  4  86  

R3年度  10 11 18 20 9 11 4 83 

計 

H29年度  388  331  1,053  879  575  662  533  4,421  

H30年度  422  359  1,046  916  624  661  543  4,571  

R 元年度 411  345  1,052  894  614  688  560  4,564  

R2 年度  469  348  1,063  924  609  701  551  4,665  

R3 年度  491 369 1,054 914 600 683 501 4,612 

 

２ 保険給付の状況 

認定を受けた被保険者は、自己又は介護支援専門員（ケアマネジャー）や地域包括支援セン

ターに依頼して介護サービス計画（ケアプラン）を作成し、居宅サービスを利用したり、介護

保険施設に入所して施設サービスを受けたりすることができる。居宅サービスについては、要

介護度に応じて１か月単位の支給限度基準額が設定されている。 

要支援１・２の人は介護予防サービス、要介護１～５の人は介護サービスを利用することに

なる。 

【居宅サービスの支給限度基準額（月額）】 

 要支援 1 要支援 2 要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5 

支給限度基準額 50,320 105,310 167,650 197,050 270,480 309,380 362,170 

※１ 利用者負担は、支給限度基準額の範囲以内で実際にかかる費用の１割（一定以上所得者

は２割又は３割）となる。 

⇒２割負担になるのは、本人の合計所得金額が１６０万円以上で、同一世帯の６５歳以上の

人の年金収入とその他の合計所得金額の計が単身２８０万円以上、２人以上世帯３４６万

円以上の人。（３割負担になる人を除く。） 

 ⇒３割負担になるのは、本人の合計所得金額が２２０万円以上で、同一世帯の６５歳以上の

人の年金収入とその他の合計所得金額の計が単身３４０万円以上、２人以上世帯４６３万

円以上の人。 

   ＊合計所得金額とは、収入金額から必要経費に相当する金額を控除した金額のことで、扶

養控除や医療費控除などの所得控除をする前の金額のこと。合計所得金額から長期譲渡所

得及び短期譲渡所得に係る特別控除額を控除した金額を用いる。 

 ※２ 次のサービスについては、支給限度基準額が適用されない。 

    ・居宅療養管理指導 

    ・特定施設入居者生活介護（外部サービス利用型を除く）（短期利用を除く） 

    ・認知症対応型共同生活介護（短期利用を除く） 

    ・地域密着型特定施設入居者生活介護（短期利用を除く） 

    ・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 
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（１）受給者数の推移（延人数）                      

区  分 
受給者数（人） ※[ ]内前年からの伸び率（％） 

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 

居宅介護（支援）サービス 
32,138  30,575  30,820  31,131  32,795 

[△4.9] [△4.9] [0.8] [1.0] [5.3] 

地域密着型サービス 

 

7,198  7,736  8,357  8,637  9,133  

[3.1] [7.5] [8.0] [3.4] [5.7] 

施設介護サービス 
10,412  10,409  10,590  10,692  10,684  

[0.8] [0.0] [1.7] [1.0] [△0.1] 

計 
49,748  48,720  49,767  50,460  52,612  

[△2.7] [△2.1] [2.1] [1.4] [4.3] 

 

区  分 
給付額（円） ※[ ]内前年からの伸び率（％） 

H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 

居宅介護（支

援）サービス 

3,256,834,080 3,143,915,275 3,123,249,114  3,072,147,102 3,111,250,923 

[△2.8] [△3.5] [△0.7] [△1.6] [1.3] 

  
訪問サービス 

806,177,307 782,278,615 787,342,272 809,165,716 824,072,701 

  [2.3] [△3.0] [0.6] [2.8] [1.8] 

    
訪問介護 

571,709,362 539,350,051 539,853,633 555,536,246 548,575,487 

    [0.8] [△5.7] [0.0] [2.9] [△1.3] 

    訪問入浴 

介護 

39,862,719 42,449,109 44,217,585 48,388,863 53,938,217 

    [△0.2] [6.4] [4.1] [9.4] [11.5] 

    
訪問看護 

163,439,148 164,365,632 154,153,375 146,539,515 144,425,185 

    [7.1] [0.5] [△6.3] [△4.9] [△1.4] 

    訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃ

ｰｼｮﾝ 

5,459,820 5,224,592 14,944,188 27,011,746 40,213,564 

    [93.1] [△4.4] [186.0] [80.8] [48.9] 

    居宅療養 

管理指導 

25,706,258 30,889,231 34,173,491 31,689,346 36,920,248 

    [△0.7] [20.1] [10.6] [△7.3] [16.5] 

  
通所サービス 

1,282,212,861 1,163,837,839 1,131,282,902 1,095,963,929 1,127,456,470 

  [△5.0] [△9.3] [△2.8] [△3.1] [2.9] 

    
通所介護 

1,196,222,626 1,069,952,218 1,032,401,542 1,007,726,551 1,042,816,998 

    [△6.5] [△10.6] [△3.6] [△2.4] [3.5] 

    通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃ

ｰｼｮﾝ 

85,990,235 93,885,621 98,881,360 88,237,378 84,639,472 

    [22.2] [9.1] [5.3] [△10.8] [△4.1] 

  短期入所  

サービス 

327,700,724 339,449,912 338,644,659 314,741,894 288,004,002 

  [△3.5] [3.5] [△0.3] [△7.1] [△8.5] 

    短期入所 

生活介護 

316,224,314 323,563,976 316,877,238 295,115,258 271,162,000 

    [△3.3] [2.3] [△2.1] [△6.9] [△8.1] 

（２）保険給付の状況 
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    短期入所 

療養介護 

11,476,410 15,885,936 21,767,421 19,626,636 16,842,002 

    [△10.0] [38.4] [37.0] [△9.8] [△14.2] 

  福祉用具・住宅

改修サービス 

 

234,384,206 241,644,345 245,990,292 256,480,420 270,471,392 

  [2.1] [3.0] [1.7] [4.3] 
[5.5] 

    福祉用具 

貸与 

206,792,817 213,898,970 220,004,592 230,143,940 245,864,915 

    [2.7] [3.4] [2.8] [4.6] [6.8] 

    福祉用具 

購入 

6,695,865 9,150,867 8,105,269 9,253,414 8,726,471 

    [4.1] [36.6] [△11.5] [14.2] [△5.7] 

    
住宅改修費 

20,895,524 18,594,508 17,880,431 17,083,066 15,880,006 

    [△4.2] [△11.1] [△3.9] [△4.5] [△7.0] 

  特定施設入居

者生活介護 

241,216,760 254,635,966 265,227,831 245,304,438 240,538,944 

  [△9.1] [5.5] [4.1] [△7.5] [△1.9] 

  居宅介護（介

護予防）支援 

365,142,222 362,068,598 354,761,158 350,490,705 360,707,414 

  [△3.2] [△0.9] [△2.1] [△1.2] [2.9] 

地域密着型 

サービス 

1,222,054,615 1,303,657,362 1,427,292,010 1,547,261,719 1,701,399,267 

[△0.2] [6.7] [9.4] [8.4] [10.0] 

  定期巡回・随
時対応型訪問
介護看護 

45,177,473 41,048,171 45,391,641 59,375,423 105,008,683 

  [32.8] [△9.2] [10.5] [30.8] [76.9] 

  地域密着型 

通所介護 

94,313,408 

[10.1] 

134,224,807 168,916,868 163,590,133 175,689,723 

  [42.3] [25.8] [△3.2] [7.4] 

  認知症対応型

通所介護 

8,657,064 794,031 1,668,233 149,019 0 

  [△68.0] [△90.9] [110.0] [△91.1] [皆減] 

  小規模多機能

型居宅介護 

408,654,448 436,533,090 510,783,026 589,402,075 649,752,498 

  [5.1] [6.8] [17.0] [15.4] [10.2] 

  認知症対応型

共同生活介護 

615,260,120 635,984,972 638,434,537 654,099,804 661,754,391 

  [△2.8] [3.3] [0.3] [2.5] [1.2] 

  看護小規模多
機能型居宅介
護（旧複合型
サービス） 

49,992,102 55,072,291 62,097,705 80,645,265 109,193,972 

  [△11.0] [10.1] [12.7] [29.9] [35.4] 

施設介護サービス 
2,625,019,684 2,666,514,286 2,782,854,765 2,847,562,007 2,870,600,427 

[2.4] [1.5] [4.3] [2.3] [0.8] 

  介護老人  

福祉施設 

1,334,229,278 1,351,396,041 1,364,147,051 1,373,501,830 1,388,794,349 

  [5.1] [1.2] [0.9] [0.7] [1.1] 

  介護老人  

保健施設 

1,246,709,576 1,274,057,887 1,371,721,979 1,399,200,973 1,410,947,379 

  [0.0] [2.1] [7.6] [2.0] [0.8] 

  介護療養型医
療施設・介護
医療院 

44,080,830 41,060,358 46,985,735 74,859,204 70,858,699 

  [△4.8] [△6.9] [14.4] [59.3] [△5.3] 

その他 410,895,886 420,109,716 439,504,164 446,445,890 412,732,982 
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※地域密着型サービスとは、高齢者の住み慣れた地域での生活を支援していく介護サービスとし

て地域の実情に合わせて市町村が指定し、原則として事業所所在市町村の住民が利用するもの。 

 平成２８年４月からは、定員１８人以下の小規模な通所介護（デイサービス）が地域密着型サ

ービスへ移行され、市の指導監督下におかれることとなった。 
 

【地域密着型サービス事業所指定一覧】               令和４年４月１日現在 

事 業 所 名 住 所 定員 指定年月日 
スプリンクラー設置状況  

設置年 完了 

認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 

 1 グループホームピュアグローブ 通町 2 丁目 9 H13.3.29 H23 年度 〇 

2 さんゆうグループホーム ふぃりあ 万世町桑山 9 H15.3.24 H20 年度（県） 〇 

3 グループホーム ピュアフォレスト 大字三沢 18 H15.3.28 H21 年度 〇 

4 グループホームこもれびの家 大字花沢 18 H15.7.24 H21 年度 〇 

5 グループホーム楓の家 金池 6 丁目 27 H15.10.31 H21 年度 〇 

6 グループホームふきのとう 塩井町塩野 18 H15.11.6 H20 年度 〇 

7 グループホームやまぼうし 直江町 18 H16.1.14 H21 年度 〇 

8 グループホーム「結いのき」 花沢町 27 H16.1.30 H21 年度 〇 

9 グループホームもも太郎さん米沢 通町 5 丁目 18 H16.2.13 H21 年度 〇 

10 グループホーム成島園 広幡町成島 18 H18.3.20 H21 年度 〇 

11 グループホーム東陽館 城北 1 丁目 18 H18.3.30 事業開始時 〇 

12 グループホームあすなろ白旗 大字三沢 9 H18.10.1 H21 年度 〇 

13 グループホームあすなろ窪田 窪田町窪田 9 H21.6.1 H23 年度 〇 

小規模多機能型居宅介護 

 1 ケアセンターとこしえあたご 御廟 3 丁目 25 H19.3.1 H25 年度 〇 

2 もも太郎さん（駅前） 駅前 3 丁目 25 H19.5.1 H23 年度 〇 

3 地域ケアセンター東陽館小規模多機能ホーム 城北 1 丁目 29 H20.4.1 事業開始時 〇 

4 小規模多機能型居宅介護事業所やまぼうし 直江町 29 H20.4.1 事業開始時 〇 

5 小規模多機能ホームぴゅありす通町 通町 4 丁目 25 H22.1.1 H27 年度 〇 

6 小規模多機能ホームこもれびの家 大字花沢 29 H23.11.1 事業開始時 〇 

[△2.8] [2.2] [4.6] [1.6] [△7.6] 

 高額介護サー

ビス費 

123,752,591 126,293,088 137,381,215 148,429,037 156,978,642 

  [2.1] [2.0] [8.7] [8.0] [5.8] 

  

  

高額医療合算

介護サービス費 

16,224,555 

[△11.6] 

20,803,538 19,752,888 20,059,684 19,732,215 

[28.2] [△5.1] [1.6] [△1.6] 

  特定入所者介護

サービス等費 

263,426,880 265,630,880 274,439,629 270,317,005 228,132,627 

  [△4.3] [0.8] [3.3] [△1.5] [△15.6] 

  審査支払手数料 

 

7,491,860 7,382,210 7,930,432 7,640,164 7,889,498 

  [△5.2] [△1.5] [7.4] [△3.7] [3.3] 

合計（特別会計

決算額） 

7,514,804,265 7,534,196,639 7,772,900,053 7,913,416,718 8,095,983,599 

[△0.6] [0.2] [3.1] [1.8] [2.3] 
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7 小規模多機能ホームぴゅありす大町 大町 2 丁目 25 H24.4.1 H28 年度 〇 

8 小規模多機能ホームぴゅありす金池 金池 7 丁目 25 H24.11.1 H26 年度 〇 

9 小規模多機能ホームこもれびの家上郷 大字川井 29 H28.5.1 事業開始時 〇 

10 小規模多機能ホーム公園丸の内館 丸の内 2丁目 25 H31.4.1 事業開始時 〇 

11 小規模多機能ホームいとしあ笹野 大字笹野 25 R 元.11.1 － × 

看護小規模多機能型居宅介護 

 1 湖山ケアサービス米沢 塩井町塩野 25 H25.6.1 － 〇 

2 ケアコンシェルジュ和 門東町 2丁目 24 R2.9.1 R4.3.30 〇 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

 
1 

三友堂定期巡回・随時対応型訪問介

護看護ステーション 

大字塩野 － H26.11.17 － 〇 

2 ケアセンターなごみ 門東町２丁目 － H28.12.28 － 〇 

3 定期巡回ステーションさんゆう 西大通２丁目 － R3.1.8 － 〇 

地域密着型通所介護（定員 18 人以下の小規模通所介護） 

 1 デイサービスさくら 桜木町 13 H22.1.26 －  

2 マイウェイデイサービス 松が岬 1 丁目 10 H25.8.27 － 

3 ココロリビング米沢 下花沢 3 丁目 15 H26.7.29 － 

 4 デイサービス奏で館 中央 7 丁目 15 H27.7.17 － 

 5 リハビリ特化型デイサービス Re はーと 広幡町成島 10 H28.3.24 － 

 6 ｆｉｔ ｏｎｅ なごみ（休止中） 大町 3 丁目 15 H30.4.1 － 

 7 ひなたぼっこデイサービスセンター 舘山 1 丁目 15 H30.4.1 － 

 8 楽らくケアセンターデイサービス 大町 5 丁目 18 H31.1.4 － 

 9 楽らくデイサービスやよい 東 3 丁目 18 H31.1.4 － 

 10 デイサービスセンター清ら家 春日 1 丁目 10 R3.2.1 － 

基準該当短期入所生活介護 

 
1 

楽らくケアセンターショートステイ 

（休止中） 

大町 5 丁目 12 H15.5.30 － － 

 ※基準該当サービス 

   指定サービス事業者の要件（法人格、人員基準、設備・運営基準）の一部を満たしていない事

業者のうち、一定の水準を満たすサービス提供を行う事業者については、市町村がそのサービス

を保険給付の対象とすることができる。 

 

３ 地域支援事業 

平成２９年度から、介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）が開始さ

れ、①総合事業（要介護状態等となることの予防、活動的で生きがいのある生活や人生を送る

ことができるよう支援、多様な生活支援のニーズに対して、地域の支え合い体制づくりなど）、

②包括的支援事業（住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続できるよう地域におけ

る関係機関とのネットワークの構築を図り活用する事業など）、③包括的支援事業社会保障充実

分（住み慣れた地域で自分らしい暮らしを最期まで続けることができるよう医療と介護の連携
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を推進する事業など）、④任意事業（高齢者の地域における自立した日常生活の支援のための事

業など）で構成される地域支援事業を実施している。 

 主な事業内容 

介
護
予
防
・
日
常
生
活 

支
援
総
合
事
業 

【一般介護予防事業（全高齢者が対象）】 

介護予防把握事業、介護予防普及啓発

事業、地域介護予防活動支援事業、地域

リハビリテーション活動支援事業 

介護予防に関する知識の普及啓発や、地

域における介護予防に資する活動の育成・

支援を行う。 

【介護予防・生活支援サービス事業※（要

支援者等が対象）】 

訪問型サービス事業、通所型サービス

事業、介護予防ケアマネジメント 

リスクの高い高齢者を対象に要支援・要

介護状態になることを予防するための通所

型・訪問型サービス等の提供、状況にあっ

た適切なサービスが包括的かつ効率的に提

供されるよう必要な援助を行う。 

          

【地域包括支援センターの運営】 

総合相談支援業務 

地域のネットワーク等を通じた様々な相

談を受けて状況把握を行い、緊急の対応の

必要性を判断する。 

権利擁護業務 専門的、継続的な視点から、高齢者の権

利擁護のための必要な支援を行う。 

包括的・継続的ケアマネジメント支援業務 

地域における連携・協働の体制づくりや

個々の介護支援専門員に対する支援等を行

う。 

介護予防ケアマネジメント 
要介護状態等の予防、軽減、悪化の遅延・

防止し、自立した日常生活を支援する。 

【社会保障充実分】 

在宅医療・介護連携推進事業 

在宅医療と介護を一体的に提供するため

に、医療機関と介護事業所等の関係者の連

携を推進する。 

生活支援体制整備事業 

多様な日常生活上の支援体制の充実・強

化及び高齢者の社会参加を一体的に推進す

る。 

認知症総合支援事業 

認知症になっても住み慣れた地域での暮

らしが続けられるように早期診断・早期対

応に向けた支援体制を構築する。 

地域ケア会議推進事業 

個別ケースを検討する会議から地域課題

の解決を検討する場まで一体的に取組み、

地域を包括的に支援する。 

任
意 

事
業 

介護給付費等適正化事業、家族介護者交流支援事業、成年後見制度利用支援事業、福

祉用具･住宅改修支援事業、介護相談員派遣事業、高齢者見守り支援事業 

 

（１）介護予防・日常生活支援総合事業 

① 一般介護予防事業 

高齢者を年齢や心身の状況によって分け隔てることなく、住民主体の通いの場の充実・ 

継続的拡大を図るとともに、リハビリテーション専門職等を活用した自立支援に資する取

組を行い、要介護状態になっても生きがい・役割を持って生活できる地域を構築するため

の事業を実施した。 

 ア 介護予防普及啓発事業 

介護予防に資する基本的知識の普及啓発に効果があると認められる事業を実施した。 

包
括
的
支
援
事
業 
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◆介護予防教室（平成 27年度～） 

運動、栄養、口腔、認知症等の介護予防に関する知識の習得、活動等を実施した。 

 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 

事業所数 22 28 28 12 24 

開催回数 110 140 125 42 98 

参加者数 1,398 2,140 1,811 508 1,148 

 ◆認知症予防教室（平成 29年度～） 

認知機能を刺激する体操等、認知症予防に資するプログラムを実施した。 

 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 

事業所数 2 1 1 1 1 

開催回数 24 36 36 24 36 

参加者数 380 665 547 294 503 

 ◆泳がない!水中足腰運動教室（平成 30年度～） 

プールでの水中運動等を組み合わせた転倒予防を実施した。 

 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 

事業所数  1 1 1 1 

開催回数  24 24 24 24 

参加者数  422 377 217 217 

 ◆地域づくり型運動教室（令和元年度～） 

専門職の指導による軽体操のほか、教室終了後に参加者自らが通いの場を立ち上げ 

るための話し合い等を行い、住民主体の地域活動組織立ち上げの支援を実施した。 

  H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 

事業所数   3 2 2 

開催回数   60 71 72 

参加者数   603 582 527 
 

◆介護予防教室等の周知 

６５歳到達者に対する介護保険被保険者証の送付時に各種教室等のチラシを同封 

◆介護予防普及啓発活動 

平成２９年１０月より、本市独自に毎月１５日を「介護予防の日」と設定し、高齢 

福祉課職員が啓発用Ｔシャツを着用し業務遂行 

◆「米沢はっぴぃ体操」の普及（平成 29年度～） 

平成３０年３月、本市オリジナル介護予防体操「米沢はっぴぃ体操」DVDを作成。以 

降、体験会の開催・チャレンジデーでの実施・各医療機関へのチラシ配布実施 

イ 地域介護予防活動支援事業 

高齢者が誰でも一緒に参加することのできる介護予防の地域展開を目指して、住民の 

主体的運営による通いの場の立ち上げおよび継続的活動の支援を実施した。 

◆住民主体の通いの場（シューイチ体操倶楽部）立ち上げ支援（平成 26年度～） 

米沢はっぴぃ体操・いきいき 100歳体操に取り組む地域活動組織の育成を行った。 

 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 
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新規設置数 
〔合計設置数〕 

3 
〔19〕 

3 
〔22〕 

6 
〔28〕 

5 
〔30〕 

1 
〔31〕 

参加者数 
〔合計人数〕 

47 
〔310〕 

13 
〔323〕 

45 
〔368〕 

76 
〔444〕 

59 
〔503〕 

◆住民主体の通いの場（シューイチ体操倶楽部）活動継続支援（平成 26年度～） 

体力測定や運動指導等、実施状況の把握および実地指導を行った。 

 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 

実施回数 54 57 86 110 69 

参加者数 785 862 1,069 1,288 927 

◆介護予防推進員への活動支援（平成 27年度～） 

介護予防に関するボランティアの人材育成のための学習会を開催した。 

 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 

推進員数 9 8 7 7 7 

実施回数 11 17 9 8 9 

〔介護予防推進員による地域活動内容〕 

 いきいきデイサービスでの運動指導、地域住民に対する運動指導等 

ウ 地域リハビリテーション活動支援事業（平成 29年度～） 

地域活動組織等に対してリハビリテーション専門職を派遣し、高齢者の能力評価・改

善可能性の助言等、介護予防の取組に対する技術的指導を実施した。 

 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 

派遣団体数 8 7 5 6 8 

派遣回数 10 14 11 13 17 

② 介護予防・生活支援サービス事業 

要支援者等に対して、要介護状態となることの予防・状態軽減・悪化防止および日常生 

活の支援を行うことにより、活動的で生きがいのある生活を送ることができるよう、介護 

サービス事業所の専門的なサービスに加え多様なサービスの充実による地域の支え合い 

体制づくりを推進するための事業を実施した。 
 

ア 通所型・訪問型介護予防事業 

高齢者の生活機能を改善するための運動器の機能向上や栄養改善等を内容とした、リ

ハビリテーション専門職等による３～６か月の短期集中型サービスを提供した。 

 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 

通所型参加者数 35 20 14 5 4 

訪問型参加者数 0 0 0 2 0 

イ 介護予防ケアマネジメント 

介護予防事業・介護予防給付が効果的かつ効率的に提供され、高齢者自身が健康増進 

や介護予防に向けた取組を主体的に行うよう、自立支援に資するケアマネジメントを実

施した。 

◆ケアプラン作成数 

 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 

作成件数 2,395 3,916 4,470 3,996 4,116 
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※介護予防・生活支援サービス事業【指定事業所】 

事 業 所 名 住 所 指定年月日 

訪問型サービス事業所 

  1 ツクイ米沢金池介護 金池 5丁目 H30. 4.1 

  2 花の里指定訪問介護事業所 大字笹野 H30. 4.1 

  3 株式会社サン十字ホームヘルプサービス 中田町 H30. 4.1 

  4 万世園ホームヘルプサービスステーション 万世町梓山 H30. 4.1 

  5 さんデイケアホームヘルパーステーション 大字簗沢 H30. 4.1 

  6 おいたまの郷指定訪問介護事業所 大字下新田 H30. 4.1 

  7 さんゆう訪問介護サービス 万世町桑山 H30. 4.1 

  8 山形県高齢者福祉生活協同組合米沢地域福祉事業所「まごころ」 舘山 1丁目 H30. 4.1 

  9 楽らくケアセンター指定訪問介護事業所 大町 5丁目 H30. 4.1 

  10 ラベンダーの丘訪問介護センター 直江石堤 H30. 4.1 

  11 ケアセンターマロニエ 徳町 H30. 4.1 

  12 ひなたぼっこ訪問介護事業所 舘山 1丁目 H30. 4.1 

  13 ヘルパーステーションＣＡＬＭ 東大通 1丁目 H30. 4.1 

  14 訪問介護ステーション花はな 城南 1丁目 H30. 4.1 

  15 三友堂ヘルパーステーション 大字塩野 H30. 4.1 

  16 ケアセンターなごみ 泉町 2丁目 H30. 4.1 

  17 米沢清友会ヘルパーステーション 金池 7丁目 H29. 4.1 

  18 スマートライフ訪問介護事業所 駅前 1丁目 H29. 9.1 

  19 愛のまちヘルパーステーション 城北 1丁目 H29.12.1 

  20 ケアセンターてらす 窪田町窪田 R1.8.1 

  21 ナウエルサポートヘルパーステーション 松が岬 2丁目 R2.10.1 

 22 JA山形おきたま福祉センター川西 広幡町上小菅 R3.5.1 

 23 ヘルパーステーションイーズ 下小菅 R3.4.12 

通所型サービス事業所 

  1 花の里指定通所介護事業所 大字笹野 H30.4.1 

  2 万世園デイサービスセンター 万世町梓山 H30.4.1 

  3 成島園デイサービスセンター 広幡町成島 H30.4.1 

  4 デイサービスセンター「さんデイケア」 大字簗沢 H30.4.1 

  5 回春堂デイサービスセンター 駅前 2丁目 H30.4.1 

  6 おいたまの郷指定通所介護事業所 大字下新田 H30.4.1 

  7 さんゆうデイサービスセンター通りゃんせ 西大通 2丁目 H30.4.1 

  8 デイサービスセンター「サンファミリア米沢」 塩井町塩野 H30.4.1 

  9 ツクイ米沢 栄町 H30.4.1 

  10 デイサービスセンター楓の家 金池 6丁目 H30.4.1 
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  11 ＪＡ山形おきたまデイサービスセンター「愛遊」 広幡町上小菅 H30.4.1 

  12 株式会社サン十字 デイサービス 桜木町 H30.4.1 

  13 ラベンダーの丘れんげ草 直江石堤 H30.4.1 

  14 デイサービスセンター東陽館 城北 1丁目 H30.4.1 

  15 デイサービスセンターコスモス 泉町 2丁目 H30.4.1 

  16 デイサービスセンター結いのき 花沢町 H30.4.1 

  17 デイサービスさくら 桜木町 H30.4.1 

  18 デイサービスひいらぎ 徳町 H30.4.1 

  19 デイサービス回春堂花沢 大字花沢 H30.4.1 

  20 マイウェイデイサービス 松が岬 1丁目 H30.4.1 

  21 デイサービス奏で館 中央 7丁目 H29.4.1 

  22 リハビリ特化型デイサービスＲｅはーと 広幡町成島 H29.4.1 

  23 笑楽び塾 東大通 1丁目 H29.4.1 

  24 スマート倶楽部 駅前 1丁目 H29.4.1 

  25 デイサービスセンター 夢のみずうみ村 すまいる 成島町 3丁目 H29.4.1 

  26 デイフィットネス が.あ.べ.ら 高畠町大字福沢 H29.6.1 

  27 ひなたぼっこデイサービスセンター 舘山 1丁目 H30.4.1 

  28 ｆｉｔ ｏｎｅ なごみ 大町 3丁目 H30.4.1 

  29 楽らくケアセンターデイサービス 大町 5丁目 H31.1.4 

  30 楽らくデイサービスやよい 東 3丁目 H31.1.4 

  31 デイサービスセンター清ら家 春日 1丁目 R3.2.1 

 32 ニチイケアセンター米沢 金池 5丁目 R4.3.1 

 33 ニチイケアセンター西米沢 成島町 2丁目 R4.3.1 

 34 レッツ倶楽部米沢徳町 徳町 R3.4.1 

 

（２）包括的支援事業 

① 地域包括支援センターの設置・運営（平成 18年度～） 

地域の高齢者の健康維持、保健・福祉・医療の向上、生活の安定のために必要な援助、 

支援を包括的に行う中核機関として地域包括支援センターを設置し、地域包括ケアシステ

ム構築のために必要な業務を実施した。 

令和元年１０月より一部地区割を再編し地域型センターを中地区に増設、直営型センタ 

ーをセンター間の総合調整や後方支援を行う基幹型センターへ変更した。 

地
域
型 

地区名 名    称 運営法人 

東地区 おいたまの郷地域包括支援センター 社会福祉法人 敬友会 

西地区 
米沢市社会福祉協議会地域包括支援センター 

社会福祉法人 
米沢市社会福祉協議会 南地区 

北地区 成島園地域包括支援センター 社会福祉法人 緑成会 

中地区 サンファミリア米沢地域包括支援センター 社会福祉法人 米沢弘和会 

〔基幹型〕 米沢市地域包括支援センター 米沢市 
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ア 総合相談支援業務 

地域の高齢者が住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続していくことがで 

きるよう、地域における関係者とのネットワークを構築するとともに、高齢者の心身の

状況や生活の実態、必要な支援等を幅広く把握し、適切な保健・医療・福祉サービス、

機関または制度の利用につなげる等の支援を実施した。 

◆総合相談件数 

 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 

相談件数 6,181 8,160 9,340 9,791 10,265 

◆高齢運転者の生活支援等に係る警察署との連携対応（平成 29年度～） 

平成２９年１２月より、警察署へ相談に訪れた高齢運転者が運転免許返納後の生 

活支援等に関して地域包括支援センターによる支援を希望した場合、運転免許返納 

者の情報を共有、相談や情報提供等の必要な支援を実施した。 

 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 

相談件数 14 22 10 5 1 
 

イ 権利擁護業務 

関係者の支援だけでは十分に問題が解決できない、適切なサービス等につながる方法 

が見つからない等の困難な状況にある高齢者が、地域において尊厳のある生活を維持し、

安心して生活できるよう、高齢者の権利擁護のための必要な支援を実施した。 

◆権利擁護に関する相談 

 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 

相談件数 171 280 268 250 257 

◆高齢者虐待に関する相談 

 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 

相談件数 415 638 443 285 253 

◆消費者見守りサポーター養成講座（平成 27年度～） 

消費者被害を早期発見し、相談窓口への通報など見守り活動を行う消費者見守り 

サポーター及びサポーター養成講座の講師となる消費者見守りメイトを養成した。 

 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 

養成講座開催数 26 22 35 11 13 

養成人数 
〔合計人数〕 

448 
〔1,439〕 

158 
〔1,597〕 

588 
〔2,185〕 

84 
〔2,269〕 

86 
〔2,355〕 

講師養成開催数 1 1 1 0 1 

講師養成数 

〔合計人数〕 
14 

〔68〕 
12 

〔80〕 
9 

〔89〕 
0 

〔89〕 
20 

〔109〕 

ウ 包括的・継続的ケアマネジメント支援業務 

高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう、介護支援専門員をはじめ 

とする多職種相互の協働による包括的かつ継続的な地域における連携・協働の体制づく

り、個々の介護支援専門員に対する支援を実施した。 

◆介護支援専門員に対する個別支援 
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 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度  

相談件数 276 344 314 234 307 

◆支援困難事例に関する介護支援専門員への助言等 

 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 

相談件数 124 139 135 128 179 

◆ケアプラン作成指導等 

 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 

相談件数 419 455 448 292 269 

 ◆質の向上のための研修 

◎介護支援専門員連絡協議会研修会 

介護支援専門員で組織する米沢市介護支援専門員連絡協議会が資質向上・自己 

研鑽を目的として、地域包括支援センターとの協働により開催。 

 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 

開催回数 4 4 4 １ １ 

◎地域包括支援センター担当地区別研修会 

地域包括支援センターが担当地区内の介護支援専門員に対する支援として開催。 

 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 

開催回数 10 9 6 4 9 

◎ケアマネジメント向上研修会（平成 30年度～） 

地域共生社会の実現に向けて、制度横断的な対応を可能とするための連携体制 

構築を目指し、年１回、相談支援専門員（障がい）と介護支援専門員との合同研

修を実施。その他、直営型センターを中心に介護支援専門員の資質向上のため必

要に応じて開催。（※R2・R3 年度は新型コロナ感染症の影響により中止） 

 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 

開催回数  2 1 0 0 

◆新規ケアプラン確認指導（平成 30年度～） 

新規作成されたケアプランについて記載要領等を参考に内容を確認、助言等を記 

載した確認票により介護支援専門員への指導等を実施。 

 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 

確認件数  468 424 354 250 

エ 介護予防ケアマネジメント 

要支援認定者に対し、予防給付が効果的かつ効率的に提供されるよう、適切なケアマ 

ネジメントを行う。 

◆予防給付ケアプラン作成数 

 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 

作成件数 3,313 1,663 2,110 2,401 2,968 
  

 ② 在宅医療・介護連携支援事業（平成 29年度～） 

在宅医療と介護を一体的に提供するために、医療機関と介護事業所等の連携を支援する 

機関として、米沢市立病院に在宅医療・介護連携支援センターを設置し、調査や研修会・
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講演会の開催等、必要な業務を実施した。 

  

◆講演会 

 内 容 

H29年度 病院でも家でも施設でも満足して大往生する 101のコツ 

H30年度 
住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けるために 

(寸劇･シンポジウム) 

R元年度 泣き方を忘れていた…母の介護、見送り、そしてそのあとに 

R2年度 

住み慣れた地域で生きて逝くために元気なうちから考えてみませんか 

(おいたまの郷地域包括支援センター主催「家族介護者の集い」にて

寸劇) 

R3年度 
映画「ピア～まちをつなぐもの～最期の願いは僕たちが支える」 

（オンライン上映会） 

◆発行 

 名 称 

H29年度 医療処置等実施可能な施設一覧 

H30年度 在宅医療を実施している診療所・訪問看護ステーション一覧 

R元年度 米沢市在宅医療情報一覧 

R2年度 
おしょうしなノート【米沢版エンディングノート】 

医療と介護のパンフレット 

R3年度 在宅医療処置一覧、医療と介護のパンフレット 

 

③ 生活支援体制整備事業（平成 30年度～） 

高齢者の多様な日常生活上の支援体制の充実・強化を図るため、関係者のネットワーク 

化や生活支援等サービスの提供体制構築に向けた推進役として、生活支援コーディネータ

ー（高齢福祉課１名・米沢市社会福祉協議会３名）を配置し、社会資源・住民主体の活動

の把握等を実施した。 

◆生活支援コーディネーター訪問活動数 

 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 

訪問回数  267 277 353 865 

◆発行 

 名 称 

H30年度 地域のお宝情報誌 

R元年度 通いの場事例集 

R2年度 通いの場事例集、生活お助けガイドブック 

R3年度 生活お助けガイドブック 

 

④ 認知症総合支援事業 

認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域で暮らし続けるこ 

とができるよう、認知症の早期対応、医療・介護の連携構築及び日常生活支援を実施した。 

ア 認知症サポーター等養成事業 
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認知症になっても安心して暮らせるまちを目指し、認知症の人やその家族を見守り支 

援する認知症サポーター及びサポーター養成講座の講師となるキャラバン・メイトを養

成した。 

◆認知症サポーター養成講座（平成 21年度～） 

 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 

養成講座開催数 59 60 50 23 29 

養成数(人） 
〔合計人数〕 

968 
〔5,962〕 

875 
〔6,837〕 

647 
〔7,484〕 

334 
〔7,818〕 

267 
〔8,085〕 

講師養成開催数 
（県主催） 

2 2 1 1 1 

講師養成数(人) 

〔合計人数〕 
18 

〔126〕 
13 

〔139〕 
20 

〔159〕 
10 

〔169〕 
1 

〔170〕 

イ 徘徊高齢者等支援事業（平成 27年度～） 

認知症等で行方不明になる恐れのある高齢者の事前登録（事前登録制度「かえっぺ」） 

を行い、警察署との情報共有・早期発見・保護時の身元確認の支援を実施した。 

 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 

新規登録者数 27 29 40 25 24 

登録者総数 76 105 145 170 194 

ウ 認知症初期集中支援推進事業（平成 27年度～） 

平成２７年１０月より、認知症が疑われる人等に対し、適切な医療・介護サービスに 

つなげていくための医師をはじめとした専門職による支援チームを米沢こころの病院に

設置し、地域包括支援センターからの相談対応や助言・指導のほか個別事例対応等、必

要な支援を実施した。 

エ 認知症地域支援推進員設置事業（平成 26年度～） 

認知症の人に対し、状態に応じた適切なサービスが提供されるよう関係者の連携支援 

や、地域の実情に応じた地域支援体制の構築を行う推進員を地域包括支援センター（直

営型３名・委託型６名）に配置し、必要な支援を実施した。 
 

⑤ 地域ケア会議推進事業（平成 28年度～） 

平成２８年１２月より、高齢者の自立支援に向けたケアマネジメントを促進するため、 

リハビリ系専門職を助言者とした個別事例検討（自立支援型地域ケア会議）を開催し、介

護支援専門員の資質向上や地域課題の把握等を実施した。 

 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 

開催回数 12 18 23 17 20 

検討事例数 24 37 46 35 48 

 

（３）任意事業 

① 介護給付費等適正化事業 

認定調査票・ケアプラン・住宅改修等の点検、医療情報との突合・縦覧点検を通じ、適 

切な介護サービスの確保・不適切なサービス提供の検証を実施。平成３０年度から、認定

調査個人委託を開始した。 

 R元年度 R2年度 R3年度 
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認定調査保険者実施率 

（個人委託含む） 

47.5％ 

（50.0％） 

59.6％ 

（63.5％） 

54.4％ 

（56.8％） 

ケアプラン点検事業における面接での点検件数 50件 53件 36件 

住宅改修アドバイザー事業利用件数 9件 14件 8件 
 

② 家族介護者交流支援事業 

日ごろ､在宅で高齢者の介護をしている家族を、介護から一時的に開放し、相互交流を図 

る機会を提供する。（※平成１５年度より開始。日帰り交流会と宿泊交流会がある。） 

対象者は、要介護３、４、５の人又は認知症高齢者（日常生活自立度Ⅲ、Ⅳ及びＭ）を 

現に在宅で介護している人。 

 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 

宿泊交流者数(人) 20 14 27 ※新型コロ

ナ感染症の

影響により

中止 

※新型コロ

ナ感染症の

影響により

中止 

宿泊交流先 上山 赤湯 黒沢・小野川 

日帰交流者数(人) 23 38 15 

日帰交流先 小野川×2 小野川×3 小野川 

総事業費(円) 343,200 370,888 373,434 
 

※R2、3 年度については、代替事業として事業案内の送付対象者にパンフレットを送付し、 

在宅介護に関する知識の普及及び啓発を図った。 
 

③ 成年後見制度利用支援事業 

ア 市長申立て、親族申立て助言・指導状況 

「身寄りのない者」や「親族の協力が得られない者」については、成年後見制度の適切

な利用を可能にするため、老人福祉法に基づいて、米沢市長が後見開始の申立てを行っ

ている。また、必要に応じて、親族申立ての際の助言等も行っている。 

 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 

市長申立て 6 4 4 6 3 

親族申立ての助言・指導 0 1 1 0 0 

合 計 6 5 5 6 3 

イ 申立て費用助成・成年後見等報酬助成状況 

高齢者の権利擁護及び利用促進の観点から、所得の低い人に対して制度利用の経費助 

成を行うもの。また、被後見人等が成年後見人等に対する報酬を経済的な理由から負担

できない場合に、市が報酬に係る費用の全部（又は一部）を助成するもの。 

 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 

申立て費用助成件数 6 4 7 6 3 

成年後見等報酬助成件数 1 4 4 3 3 

合 計 7 8 11 9 6 

（※申立て費用助成件数は、③－アの表の市長申立て件数と同件数） 
 

④ 福祉用具･住宅改修支援事業 

高齢者の福祉用具・住宅改修に関する相談、助言を行うとともに申請に係る理由書の作 

成経費の助成を行うもの。 

 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 

助成件数 26 20 29 16 11 
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⑤ 介護相談員派遣事業 

介護サービスの資質向上と苦情の発生を未然に防止するため、介護サービス事業所を訪 

問し利用者からの相談や要望等を聞く介護相談員を配置し、訪問活動のほか意見交換会等

を実施した。 

 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 

相談員数 7 8 8 7 6 

訪問回数 590 680 651 0 1 
 

⑥ シルバーハウジング生活援助員派遣等事業 

  市営住宅塩井町団地に入居する高齢者等の世帯が、地域社会の中で自立して安全かつ 

  快適な生活を営むことができるよう、塩井町住宅の一部の居室に緊急通報装置等を設置す 

  るとともに、生活援助員が安否の確認、緊急時の対応、生活に関する相談等の支援を行っ 

た。 

   ※入居世帯数    ２４世帯 （前年度２４世帯） 

⑦ 高齢者見守り支援事業 

認知症など心身機能の低下した高齢者を早期発見するとともに、孤独感を緩和し安心し 

た生活の継続を支援するため、見守り訪問員を配置（米沢市社会福祉協議会）、週１回程

度、介護保険サービスを利用していない高齢者世帯等を訪問し安否確認を実施した。 

 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 

訪問員数 6 6 6 6 6 

登録者数 148 133 130 131 144 

 

４ 低所得者対策 

（１）高額介護サービス費 

世帯の居宅サービスや施設サービスに係る利用者負担額（保険対象分）の１か月分の合計 

額が次の金額を超えた場合に、申請によりその超えた分について支給する。 

利用者負担段階区分 
利用者負担上限額 

(月額) 

課税所得 690万円以上（※） 世帯：140,100円 

課税所得 380万円以上 690万円未満（※） 世帯： 93,000円 

住民税課税～課税所得 380万円未満 世帯： 44,400円 

住民税世帯非課税等 世帯： 24,600円 

 
●合計所得金額及び課税年金収入額の合計が 80万円以下 
●老齢福祉年金の受給者 

個人： 15,000円 

●生活保護の受給者 
●利用負担を 15,000円に減額することで、生活保護の受給者とならない場合 

個人： 15,000円 
世帯： 15,000円 

  （※）介護サービス利用者または同一世帯に課税所得 380万円以上の 65歳以上の人がいる

場合が対象となる。 

 

（２）高額医療合算介護サービス費 
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介護保険と医療保険の両方の負担額を年間で合算し高額になったとき、限度額を超えた分 

について支給する。（医療保険の窓口に申請） 
 

（３）特定入所者介護サービス費 

   低所得の要介護者が施設サービス（介護保険施設および地域密着型介護老人福祉施設）や 

  短期入所サービスを利用したとき、食費・居住費（滞在費）について補足給付として特定入 

  所者介護サービス費が支給される。低所得の要支援者の短期入所サービス（食費・滞在費） 

  については特定入所者介護予防サービス費が支給される。 
 

（４）介護保険居宅サービス費等利用者負担額助成事業 

本市独自の低所得者支援策として、平成１４年度より居宅介護サービス費等の利用者負担 

の支払いが困難な方を対象とし、当該利用者負担額の一部を助成している。 
 

① 対象サービス（介護予防を含む。ただし、訪問介護と通所介護の介護予防は除く。） 

訪問介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、通所介護（地域密着型及び認知症対応 

型を含む）、通所リハビリテーション、短期入所生活介護、短期入所療養介護、訪問入浴介 

護、小規模多機能型居宅介護、福祉用具貸与 
 

② 対象者と助成内容 

対   象   者 助成内容 

介護保険料 

賦課段階第 1段階 

市民税世帯非課税者で、老齢福祉年金や中国残留邦

人生活支援給付金受給者(生活保護受給者を除く) 
利用者負担額の 1/2 

市民税世帯非課税者で、被保険者本人の合計所得

金額＊と課税年金収入額の合計が 80万円以下の者 

利用者負担額の 1/3 
介護保険料 

賦課段階第 2段階 

市民税世帯非課税者で、被保険者本人の合計所得

金額＊と課税年金収入額の合計が 80 万円を超え

て 120万円以下の者 

 ＊「長期譲渡所得及び短期譲渡所得に係る特別控除額」と「年金収入額に係る所得額」を控除 

した額 

  

 ③ 利用実績 

 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 

件   数 （件） 582 635 587 786 713 

助 成 額 （円） 1,980,508 2,173,493 2,081,291 2,896,447 2,487,102 

 

（５）社会福祉法人等による利用者負担軽減措置事業 

介護保険サービスを行う社会福祉法人が、生計が困難な低所得者に対して独自に利用者負 

担額の一部を軽減しており、その軽減した一部について助成を行う。 

 

５ 財政状況 

介護サービスの利用増加により保険給付費の支出が増加しているが、３年ごとに見直しを行

う介護保険事業計画（保険料算定の基礎となる）に概ね沿った状況となっている。 

（１）歳 入                              （単位：千円） 

 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 

保険料 1,688,910 1,700,949 1,685,408 1,658,494 1,766,396 
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国庫支出金 1,981,925 2,068,799 2,069,173 2,164,016 2,234,855 

支払基金交付金 2,131,987 2,065,353 2,155,934 2,202,373 2,248,909 

県支出金 1,130,116 1,147,016 1,186,188 1,204,399 1,231,078 

一般会計繰入金 1,183,073 1,197,056 1,282,995 1,301,130 1,335,767 

基金繰入金 0 0 46,503 144,287 99,849 

その他 126,581 114,351 103,859 103,123 256,685 

計 8,242,592 8,293,524 8,530,060 8,777,822 9,173,539 

（２）歳 出                              （単位：千円） 

 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 

総務費 201,407 200,489 223,039 201,480 181,495 

保険給付費 7,514,804 7,534,248 7,772,900 7,913,417 8,095,984 

地域支援事業費 216,376 305,526 315,657 301,104 337,895 

基金積立金 165,449 79,264 10,640 57,112 156,778 

諸支出金 36,419 72,903 105,554 52,615 130,054 

計 8,134,455 8,192,430 8,427,790 8,525,728 8,902,206 

 

６ 介護保険給付基金                        （単位：千円） 

  H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 

年度当初残高 370,891,551  536,340,349  615,603,951  579,740,699  492,565,568 

積立額 165,448,798  79,263,602  10,639,748  57,111,869  156,778,192 

取崩額 0  0  46,503,000  144,287,000  99,849,000 

年度末残高 536,340,349  615,603,951  579,740,699  492,565,568  549,494,760 

 

７ 介護保険料 

第１号被保険者の保険料は市で賦課徴収している。負担能力に応じた負担を求める観点から

所得段階別の定額保険料となっており、平成２７年度から１１段階を採用し、市独自に負担能

力に配慮した保険料負担段階を設定している。また、第２号被保険者の保険料は、加入してい

る医療保険者で算定し徴収している。 

（１）第８期計画期間の保険料段階 

段階 対  象  者 保険料率 保険料年額 

第 1 

世
帯
全
員
が
市
民
税
非
課
税

者 老齢福祉年金受給者、生活保護受給者または、

合計所得金額（※1）＋課税年金収入額が 80万

円以下の者 

基準額×0.50 

×0.30 

36,600円 

21,900円 

 

第 2 
合計所得金額＋課税年金収入額が 80万円を超

えて 120万円以下の者 

基準額×0.75 

×0.50 

54,900円 

36,600円 

第 3 第 1段階、第 2段階以外の者 
基準額×0.75 

×0.70 

54,900円 

51,200円 

第 4 
市
民

税 非
課

税
者 

合計所得金額＋課税年金収入額が 80万円以下

の者 
基準額×0.90 65,800円 
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第 5 第 4段階以外の者 基準額×1.00 73,200円 

第 6  

市
民
税
課
税
者 

合計所得金額が 120万円未満の者 基準額×1.20 87,800円 

第 7 合計所得金額が 120万円以上 200万円未満の者 基準額×1.30 95,100円 

第 8 合計所得金額が 200万円以上 300万円未満の者 基準額×1.50 109,800円 

第 9 合計所得金額が 300万円以上 400万円未満の者 基準額×1.70 124,400円 

第 10 合計所得金額が 400万円以上 600万円未満の者 基準額×1.85 135,400円 

第 11 合計所得金額が 600万円以上 基準額×2.00 146,400円 

表中の下線部分：軽減後の保険料額です。 

※１合計所得金額 「長期譲渡所得及び短期譲渡所得に係る特別控除額」と「年金収入に係る所

得額」を控除した額（年金収入に係る所得額の控除は第１、２、４段階のみ） 

（２）段階別保険料額・被保険者数の推移 

段 階 

年間の保険料額（円） 
年度末現在被保険者数（人） 

[ ]内構成比（％） 

第 6期 第 7期 第 8期 
Ｈ29年度 Ｈ30年度 R元年度 R2年度 R3年度 

Ｈ29年度 Ｈ30年度 R元年度 R2年度 R3 年度 

第 1 
31,000 

 

31,000 

 

25,800 

 

20,700 

 
21,900 

3,010 2,884 3,050 3,034 2,895 

[12.4] [11.7] [11.9] [11.6] [11.5] 

第 2 51,700 51,700 43,100 34,500 36,600 
1,989 1,986 2,087 2,136 2,184 

[8.2] [8.1] [8.1] [8.2] [8.7] 

第 3 51,700 51,700 50,000 48,300 51,200 
2,111 2,123 2,279 2,354 2,431 

[8.7] [8.6] [8.9] [9.0] [9.7] 

第 4 62,100 62,100 62,100 62,100 65,800 
3,752 3,555 3,478 3,329 2,985 

[15.5] [14.5] [13.5] [12.7] [11.9] 

第 5 69,000 69,000 69,000 69,000 73,200 
5,411 5,403 5,648 5,624 5,595 

[22.3] [22.0] [22.0] [21.5] [22.2] 

第 6 82,800 82,800 82,800 82,800 87,800 
4,108 4,426 4,654 4,742 4,500 

[16.9] [18.0] [18.1] [18.1] [17.9] 

第 7 89,700 89,700 89,700 89,700 95,100 
2,286 2,616 2,719 2,746 2,730 

[9.4] [10.6] [10.6] [10.5] [10.8] 

第 8 103,500 103,500 103,500 103,500 109,800 
1,005 990 1,069 1,052 940 

[4.3] [4.2] [4.3] [4.0] [3.7] 

第 9 117,300 117,300 117,300 117,300 124,400 
340 338 367 402 289 

[1.4] [1.4] [1.4] [1.5] [1.1] 

第 10 127,600 127,600 127,600 127,600 135,400 
256 278 317 297 291 

[1.1] [1.1] [1.2] [1.2] [1.2] 

第 11 138,000 138,000 138,000 138,000 146,400 
320 351 387 418 344 

[1.3] [1.4] [1.5] [1.6] [1.4] 
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（３）介護保険料決算状況          （単位：円、％）             

区  分 
H29年度 

調定額 収入済額 収納率 

１ 現年調定分 1,694,844,800 1,680,148,038 99.13 

  (1) 特別徴収 1,556,713,800 1,557,933,600 100.08 

  (2) 普通徴収 138,131,000 122,214,438 88.48 

２ 滞納繰越分 39,078,565 8,761,967 22.42 

合  計 1,733,923,365 1,688,910,005 97.40 

 
 

区  分 
H30年度 

調定額 収入済額 収納率 

１ 現年調定分 1,706,281,600 1,694,466,428 99.31 

  (1) 特別徴収 1,581,086,300 1,582,004,900 100.06 

  (2) 普通徴収 125,195,300 112,461,528 89.83 

２ 滞納繰越分 31,150,203 6,482,742 20.81 

合  計 1,737,431,803 1,700,949,170 97.90 

 
 

区  分 
R1年度 

調定額 収入済額 収納率 

１ 現年調定分 1,690,393,200 1,679,401,992 99.35 

  (1) 特別徴収 1,565,002,300 1,565,977,400 90.46 

  (2) 普通徴収 125,390,900 113,424,592 90.46 

２ 滞納繰越分 26,058,447 6,006,245 23.05 

合  計 1,716,451,647 1,685,408,237 98.19 

 
 

区  分 
R2年度 

調定額 収入済額 収納率 

１ 現年調定分 1,662,132,600 1,653,375,018 99.47 

  (1) 特別徴収 1,541,804,700 1,542,679,800 100.06 

  (2) 普通徴収 120,327,900 110,695,218 91.99 

２ 滞納繰越分 24,401,700 5,119,168 20.98 



100 

合  計 1,686,534,300 1,658,494,186 98.34 

 
 

区  分 
R3年度 

調定額 収入済額 収納率 

１ 現年調定分 1,770,733,000 1,762,244,200 99.52 

  (1) 特別徴収 1,642,175,700 1,643,170,900 100.06 

  (2) 普通徴収 128,557,300 119,073,300 92.62 

２ 滞納繰越分 21,355,007 4,152,096 19.44 

合  計 1,792,088,007 1,766,396,296 98.57 

（注）収入済額には還付未済額を含まない。 


